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株主の皆さまへ

株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

ここに、当社第124期中間期（第２四半期連結累計期間）の営業
概況等をご報告申し上げます。

当中間期における国内景気は緩やかに回復、海外の経済情勢は
米国経済が堅調に推移するなか、各国でインフレ高止まりに対する
金融引締め長期化等 景気減速リスクがあり、加えて中国経済の失速
懸念、ウクライナ情勢や米中の地政学的リスクの高まりなど、未だ
先行きは不透明な状況が続いています。

自動車産業におきましては、半導体不足による減産影響は徐々に
縮小し、各地域とも自動車生産台数は前年同期に対し増産となり
ましたが、中国ではEV化進展により、日系車は販売不振・シェア
低下となりました。

このような状況のもと、当中間期における売上高は、中国は減収 
（前年同期比21.9％減）となりましたが、日本（同21.1％増）、北米 
（同15.3％増）、欧州（同21.3％増）、アジア（同11.1％増）と、各地域
とも自動車生産の増産等から堅調に推移し、連結売上高は前年同期に
比べ12.6％増収の4,681億円となりました。

利益
売上の増加に加え、グループ各社において改善合理化活動を推進

したことから、営業利益は前年同期比64.3％増の325億円、経常
利益は同64.7％増の369億円、親会社株主に帰属する四半期
純利益は同263.3％増の255億円となりました。

配当
当社は、当期業績及び経営環境等を総合的に勘案した、安定的かつ

継続的な配当を基本方針としております。
この方針のもと、中間配当につきましては、当中間期の業績が前年

同期に比べ大幅増益となったことから１株当たり25円といたしました。
当社は、2022年10月１日を効力発生日として普通株式１株を２株

の割合で分割いたしました。第123期（2023年３月期）の期首に
当該分割が行われたと仮定して算出すると、中間配当は前期中間
配当に比べ１株当たり13円の増配となります。

また、当期の期末配当予想につきま
しても未定としておりましたが、業績
及び足元の事業環境を勘案し、前期
末配当に比べ１株当たり9円増配の
25円を予定、これにより当期の１株
当たり年間配当金は前期に比べ22円
増配の１株当たり50円を見込んで
おります。

今 後とも 株 主 皆 様 の ご期 待 に 
お応えすべく、収益改善に努めて参り
ます。

今後の見通し
2024年３月期における世界の自動車生産台数は、前期に対し

全地域で増産を予測しておりますが、米国ではストライキの発生に
よる工場閉鎖、中東情勢悪化、及び中国等EV化進展による日系車の
販売不振・シェア低下の継続など、先行き不透明な状況です。

業績予想につきましても、引き続き中国での減収影響はありますが、
日本をはじめ各地域における自動車生産の回復による増産や北米等
での新規受注等により前期に対し増収となり、連結売上高は、２期
連続で過去最高となる予想をしております。

利益につきましても、日本・北米・アジア等での増収効果に加え、
グループ一丸となった生産性改善など、合理化活動の更なる推進等を
見込み、各利益において前期に対し増益を予想しております。

株主の皆さまにおかれましては、何卒変わらぬご理解とご支援を
賜りますようお願い申し上げます。

2023年12月

取締役社長
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国内５拠点目の生産工場として東北地方に進出
当社は、東北地方における自動車生産への対応、東北地方復興、

災害に対するリスク分散などを目的に、宮城県名取市の愛島台（めで
しまだい）に工場用地 約78千m2を取得いたしました。2027年３月
期に生産を開始し、年間50万台の自動車照明器を生産する計画です。
国内における自動車照明器の生産工場は、静岡県内の３工場（静岡・榛
原・相良工場）と小糸九州株式会社（佐賀県）に次ぐ５拠点目となります。

新工場は、最新の自動化設
備の導入やデジタル技術を
活用する、今後の当社グルー
プの高効率生産のモデル工場
とし、QCD（品質・コスト・
物流）の更なる向上により、
競争力強化・受注拡大を図っ
てまいります。

量産準備が完了した中距離用LiDAR 移動体検知システム「ILLUMIERETM」

トピックス

LiDARの量産準備が完了
またLiDARを活用した移動体検知システム「ILLUMIERE™」を開発

当社は、レーザー光で対象物の距離や位置を高精度に測定し車両の
周囲の状況を把握するLiDARを開発、静岡工場内での量産準備が完
了しました。LiDARはADAS（先進運転支援システム）や自動運転に
必須の技術と言われており、当社は米国・セプトン社と協業で車載向
け中距離用LiDARを皮切りに市場参入を予定しています。

また、車両以外への展開として移動体検知システム「ILLUMIERE™
（イルミエル）」を開発しました。LiDARを活用することで、従来の
カメラに比べ、より広範囲・高精度に人や車などの位置や移動を検知
できます。検知した情報を蓄積・分析することで、交通事故の防止や
商業施設の混雑の把握、駐車場空き状況の予測へ活用できるなど、
安全・安心で快適な交通社会への貢献が期待されています。

連結財務ハイライト

（単位：百万円）

■ 業績の推移

売上高
（単位：億円）

営業利益
（単位：億円）

期　別 
区　分

第121期 
中間

第122期 
中間

第123期 
中間

第124期 
中間

2020/4〜2020/9 2021/4〜2021/9 2022/4〜2022/9 2023/4〜2023/9

売 上 高 290,695 352,724 415,611 468,153

営 業 利 益 7,784 24,152 19,790 32,513

経 常 利 益 10,564 26,050 22,407 36,909

純 利 益※1 6,420 15,965 7,026 25,524

1株当たり純利益※2※3（円） 19.97 49.66 21.86 80.76

総 資 産 715,019 787,334 882,647 936,007

純 資 産 513,484 583,076 656,391 692,069

※1 親会社株主に帰属する四半期純利益
　2 1株当たり四半期純利益
　3 �2022年10月1日を効力発生日として普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っており、 

2021年3月期（第121期）の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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地域別の状況
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売上高の推移
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（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

資　産　の　部

流 動 資 産 577,361

現 金 及 び 預 金 287,393

受 取 手 形 3,575

電 子 記 録 債 権 8,937

売 掛 金 137,462

契 約 資 産 779

棚 卸 資 産 98,701

そ の 他 40,741

貸 倒 引 当 金 △ 228

固 定 資 産 358,645

有 形 固 定 資 産 207,056

建物及び構築物（純額） 58,987

機械装置及び運搬具（純額） 83,295

工具、器具及び備品（純額） 18,716

土 地 18,980

建 設 仮 勘 定 21,030

そ の 他 6,045

無 形 固 定 資 産 2,564

投資その他の資産 149,024

投 資 有 価 証 券 129,764

破産更生債権等 195

繰 延 税 金 資 産 12,759

退職給付に係る資産 2,873

そ の 他 3,748

貸 倒 引 当 金 △ 316

資 産 合 計 936,007

負　債　の　部
流 動 負 債 192,704

支払手形及び買掛金 110,617

電 子 記 録 債 務 2,793

短 期 借 入 金 19,767

未 払 費 用 28,255

未 払 法 人 税 等 5,811

契 約 負 債 3,178

賞 与 引 当 金 7,303

製品保証引当金 3,419

そ の 他 11,557

固 定 負 債 51,233
繰 延 税 金 負 債 21,083

役員退職慰労引当金 291

製品保証引当金 3,505

環境対策引当金 1

退職給付に係る負債 20,420

そ の 他 5,930

負 債 合 計 243,937

純　資　産　の　部
株 主 資 本 544,031

資 本 金 14,270

資 本 剰 余 金 13,412

利 益 剰 余 金 551,320

自 己 株 式 △ 34,971

その他の包括利益累計額 102,883
その他有価証券評価差額金 35,353

為替換算調整勘定 65,583

退職給付に係る調整累計額 1,945

新株予約権 106
非支配株主持分 45,048
純 資 産 合 計 692,069

負 債 純 資 産 合 計 936,007

（単位：百万円）

科　　目 金　　額

売 上 高 468,153

売 上 原 価 411,145

売 上 総 利 益 57,007

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,494

営 業 利 益 32,513

営 業 外 収 益 6,130

受 取 利 息 1,632

受 取 配 当 金 851

為 替 差 益 2,663

そ の 他 982

営 業 外 費 用 1,734

支 払 利 息 303

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 363

投 資 事 業 組 合 運 用 損 247

そ の 他 819

経 常 利 益 36,909

特 別 利 益 1,175

特 別 損 失 589

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 37,496

法 人 税 等 合 計 9,416

四 半 期 純 利 益 28,079

（ 内 訳 ）

親会社株主に帰属する四半期純利益 25,524

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,554

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結貸借対照表	 （2023年9月30日現在） 連結損益計算書	 （2023年4月1日から2023年9月30日まで）
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（単位：百万円）

科　　目 金　　額

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 37,496

減 価 償 却 費 20,755

売 上 債 権 の 増 減 額 4,439

棚 卸 資 産 の 増 減 額 1,709

仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 1,248

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 11,358

そ の 他 △ 3,190

営業活動によるキャッシュ・フロー 48,603

定 期 預 金 の 増 減 額 △ 7,181

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 18,752

そ の 他 △ 17,222

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 43,155

借 入 金 の 増 減 額 △ 4,337

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 35,000

配 当 金 の 支 払 額 △ 6,561

そ の 他 △ 103

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 46,002

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,430

現 金 及び現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 39,124

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 145,798

現金及び現金同等物の四半期末残高 106,673

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

取締役・監査役及び執行役員	 （2023年9月30日現在）連結キャッシュ・フロー計算書	 （2023年4月1日から2023年9月30日まで）

■ 取締役
代表取締役会長 兼 CEO 大 嶽 昌 宏
代表取締役社長 兼 COO 加 藤 充 明
代 表 取 締 役 副 社 長 内 山 正 巳
代 表 取 締 役 副 社 長 小 長 谷 ■ 秀 ■ 治
専 務 取 締 役 草 川 克 之
専 務 取 締 役 豊 田 ■ 淳
社 外 取 締 役 上 原 治 也
社 外 取 締 役 櫻 井 欣 吾
社 外 取 締 役 五 十 嵐 　 チ 　 カ

■ 監査役
常 勤 監 査 役 菊 地 光 雄
常 勤 監 査 役 榊 原 公 一
社 外 監 査 役 木 目 田 ■ ■ ■ 裕
社 外 監 査 役 山 口 秀 巳

■ 執行役員
専 務 執 行 役 員 勝 田 隆 之
専 務 執 行 役 員 柴 田 英 祐
専 務 執 行 役 員 大 嶽 孝 仁
常 務 執 行 役 員 井 上 ■ 敦
常 務 執 行 役 員 勝 又 敏 行
常 務 執 行 役 員 山 本 格 也
常 務 執 行 役 員 小 林 ■ 学
常 務 執 行 役 員 大 嶽 昌 之
常 務 執 行 役 員 島 倉 浩 司
執 行 役 員 大 竹 雅 浩
執 行 役 員 落 合 英 樹
執 行 役 員 帖 地 雅 隆
執 行 役 員 山 﨑 耕 平
執 行 役 員 青 島 一 博
執 行 役 員 キショア・アフージャ
執 行 役 員 田 中 利 幸
執 行 役 員 大 島 秀 樹
執 行 役 員 小 糸 弘 晃
執 行 役 員 増 田 ■ 剛
執 行 役 員 宮 島 ■ 徹
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グループ会社一覧会社の概要

小 糸 九 州 株 式 会 社 （自動車照明機器の製造・販売）
コ イ ト 運 輸 株 式 会 社 （輸送業務）
ア オ イ テック 株 式 会 社 （電子・電気通信精密機器の製造・販売）
静 岡 電 装 株 式 会 社 （自動車照明機器の製造・販売）
日 星 工 業 株 式 会 社 （各種小型電球、電気機器の製造・販売）
藤枝オートライティング株式会社 （自動車照明機器の製造・販売）
静岡ワイヤーハーネス株式会社 （自動車照明機器の製造・販売）
榛 原 工 機 株 式 会 社 （樹脂成形用金型の製造・販売）
静 岡 金 型 株 式 会 社 （樹脂成形用金型の製造・販売）
コイト保険サービス株式会社 （保険代理業）
竹田サンテック株式会社※1 （樹脂成形用金型の製造・販売）
株 式 会 社 ニュー 富 士 ※ 2 （サービス業）
コ イ ト 電 工 株 式 会 社 （	�鉄道車両制御機器、道路交通信号・ 

交通管制システム、鉄道車両シート等の
製造・販売）

ミ ナ モト 通 信 株 式 会 社 （信号・保安機器の保守管理）
丘 山 産 業 株 式 会 社 （鉄道車両シート等の製造・販売）

ノース・アメリカン・ライティング（NAL）（米　国：自動車照明機器の製造・販売）
ノース・アメリカン・ライティング・メキシコ （メキシコ	：自動車照明機器の製造・販売）
K P S  N . A . ,  I N C . （米　国：	�鉄道車両電装品の製造・販売）
エヌ・エー・エル・ド・ブラジル（NALブラジル）（ブラジル：自動車照明機器の製造・販売）
コイト・ヨーロッパ・リミテッド（KEL）（英　国：自動車照明機器の製造・販売）
コイト・チェコ s.r.o.（KCZ）（チェコ：自動車照明機器の製造・販売）
広 州 小 糸 車 灯 有 限 公 司 （中　国：自動車照明機器の製造・販売）
湖 北 小 糸 車 灯 有 限 公 司 （中　国：自動車照明機器の製造・販売）
福州小糸大億車灯有限公司 （中　国：自動車照明機器の製造・販売）
タイ・コイト・カンパニー・リミテッド （タ　イ：自動車照明機器の製造・販売）
PT. インドネシア・コイト （インドネシア：自動車照明機器の製造・販売）
大 億 交 通 工 業 製 造 股 份 有 限 公 司 （台　湾：自動車照明機器の製造・販売）
インディア・ジャパン・ライティング（IJL）（インド：自動車照明機器の製造・販売）
コ イ ト・ マ レ ー シ ア （マレーシア：自動車照明機器の製造・販売）
ブライトウェイ・ビジョン（BWV）※1 （イスラエル：ADAS向け前方監視運転支援システムの開発・製造）

（注）	無印	 連結子会社
	 ※1	 関連会社で持分法適用会社
	 ※2	 非連結子会社

■商 号 株式会社小糸製作所 
KOITO MANUFACTURING CO., LTD.

■創 業 年 月 日 1915年（大正  4年）4月1日
■設 立 年 月 日 1936年（昭和11年）4月1日
■資 本 金 142億70百万円（2023年9月30日現在）

■従 業 員 数 連結　23,871名（2023年9月30日現在） 
単独　  4,314名（2023年9月30日現在）

■主 要 事 業 所
本 社 〒141-0001	� 東京都品川区北品川５丁目１番18号 

住友不動産大崎ツインビル東館
静 岡 工 場 〒424-8764	� 静岡市清水区北脇500番地
榛 原 工 場 〒421-0412	� 牧之原市坂部3407番地
相 良 工 場 〒421-0514	� 牧之原市菅ケ谷933番1
富士川工機工場 〒421-3306	� 富士市中之郷2340番地
札 幌 支 店 〒065-0033	� 札幌市東区北33条東5丁目1番28号
北 関 東 支 店 〒321-0953	� 宇都宮市東宿郷3丁目１番１２号 

吉田エレクトロニクスオフィスビル３階
東 京 支 店 〒141-0001	� 東京都品川区北品川５丁目１番18号 

住友不動産大崎ツインビル東館
豊 田 支 店 〒471-0836	� 豊田市鴻ノ巣町2丁目12番3号
大 阪 支 店 〒532-0004	� 大阪市淀川区西宮原1丁目5番45号
広 島 支 店 〒735-0016	� 広島県安芸郡府中町青崎中25番6

浜田ビル4階
札 幌 営 業 所 〒065-0033	� 札幌市東区北33条東5丁目1番28号
仙 台 営 業 所 〒983-0852	� 仙台市宮城野区榴岡4丁目12番12号 

L.Biz仙台505号
北関東営業所 〒321-0953	� 宇都宮市東宿郷3丁目１番１２号 

吉田エレクトロニクスオフィスビル３階
太 田 営 業 所 〒3７3-0８２１	� 太田市下浜田町３７0番地の１１
東 京 営 業 所 〒141-0001	� 東京都品川区北品川５丁目１番18号 

住友不動産大崎ツインビル東館
厚 木 営 業 所 〒２４3-0０1３	� 厚木市泉町11番１５号 NLO B.L.D
静 岡 営 業 所 〒4２４-87６４	� 静岡市清水区北脇500番地
名古屋営業所 〒471-0836	� 豊田市鴻ノ巣町2丁目12番3号
大 阪 営 業 所 〒532-0004	� 大阪市淀川区西宮原1丁目5番45号
福 岡 営 業 所 〒812-0016	� 福岡市博多区博多駅南4丁目2番10号 

南近代ビル5階
小糸パーツセンター 〒424-0055	� 静岡市清水区吉川1114番地
海 外 事 務 所 米国：デトロイト、シアトル、シリコンバレー 

フランス、ベルギー
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発行可能株式総数� 640,000,000株
発行済株式の総数� 321,578,872株
株主数� 9,944名

（うち単元株所有の株主数� 9,240名）

■ 所有者別株式分布状況（株式数比率）
金融機関� 34.6%
外国法人等� 30.8%
その他国内法人� 25.2%
個人・その他� 8.2%
金融商品取引業者（証券会社）� 1.2%

■ 大株主
株主名� 持株数（千株）

トヨタ自動車株式会社� 64,316
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）� 35,686
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY  
505223� 11,273

株式会社三井住友銀行� 10,885
株式会社日本カストディ銀行（信託口）� 10,719
株式会社三菱ＵＦＪ銀行� 10,308
日本生命保険相互会社� 9,688
第一生命保険株式会社� 8,001
JP MORGAN CHASE BANK 385632� 6,837
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社� 5,702

（注）1. ｢持株数｣は千株未満を切り捨てて表示しております。
　　2. 上記「大株主」は自己株式名義を除いて表示しております。

■ 金融機関
■ 外国法人等
■ その他国内法人
■ 個人・その他
■ �金融商品取引業者 
（証券会社）

■事 業 年 度 4月1日～翌年3月31日
■配 当 金 受 領 毎年3月31日
株 主 確 定 日 中間配当を行う場合　毎年9月30日

■定 時 株 主 総 会 毎年6月中（年1回）
■株主名簿管理人 
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL 0120-232-711（通話料無料）

郵 送 先 〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

■上場証券取引所 東京証券取引所
■公 告 方 法 電子公告により行います。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載する方法により
行います。
公告掲載URL https://www.koito.co.jp

【ご注意】
1.	株主さまの住所変更、買取請求、配当金の振込指定、その他各種お手続きにつきま

しては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなって
おります。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿 
管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.	特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀
行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ
信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行全国本支店にても 
お取次ぎいたします。

3.	未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

【ご案内】
1.	上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率について
	 個人の株主さまが支払いを受ける、上場株式等の配当等には、原則として20.315%（※）

の源泉徴収税率が適用されています。
（※）所得税15%、復興特別所得税0.315%、住民税5%。

なお、株主さまによっては本ご案内の内容が当てはまらない場合もございます。
詳細につきましては、最寄の税務署、税理士等にお問い合わせください。

2.	少額投資非課税口座（NISA口座）における配当等のお受け取りについて
	 新規に購入された当社株式をNISA口座でご所有される場合、配当等につき非課税

の適用を受けるためには、口座管理機関（証券会社等）を通じて配当等を受け取る
方式である「株式数比例配分方式」をお選びいただく必要がございます。

	 なお、期末または中間配当金につき「株式数比例配分方式」をご利用いただくため
には、それぞれ上記の期末または中間の「配当金受領株主確定日」までにお手続き
を完了していただく必要がございますのでお気を付けください。

	 また、ご所有の株式のうち、特別口座に記録された株式をお持ちの株主さまは「株式
数比例配分方式」をお選びいただくことができませんのでご注意ください。

	 NISA口座に関する詳細につきましては、お取引の証券会社等にお問い合わせください。

株式についてのご案内

自己株式の消却について
当社は、2023年11月15日に自己株式13,745,700株（消却前の発行済株式総数
に対する割合4.27%）を消却いたしました。これにより、消却後の当社の発行済株式
総数は、307,833,172株となります。

株式の状況	 （2023年9月30日現在）



安全を光に託して

https://www.koito.co.jp
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